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議第５１号 

 

   令和４年度安来市下水道事業会計予算 

 

（総則） 

第１条 令和４年度安来市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１）水洗化人口                  １７，８３２人 

（２）年間有収水量              １，７６１，３４０㎥ 

（３）一日平均有収水量                ４，８２６㎥ 

（４）主な建設改良事業 ア）汚水管渠整備事業   ３９６，５００千円 

            イ）浦ケ部雨水渠整備事業 ４３９，５００千円 

 

 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

 

収     入 

 第１款 下水道事業収益           １，０６０，９２５千円 

  第１項 営業収益               ５５３，５３９千円 

  第２項 営業外収益              ５０７，３８６千円 

 

支     出 

 第１款 下水道事業費用           １，００３，９１４千円 

  第１項 営業費用               ８９７，４７５千円 

  第２項 営業外費用               ８４，６２０千円 

  第３項 特別損失                ２０，７１９千円 

  第４項 予備費                  １，１００千円 
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（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資

本的支出額に対し不足する額４７８，６４６千円は、消費税及び地方消費税資本

的収支調整額４２，４６１千円、過年度分損益勘定留保資金４３，１１７千円、

及び当年度分損益勘定留保資金３９３，０６８千円で補てんするものとする。） 

 

収     入 

第１款 資本的収入               １，３９１，８９７千円 

 第１項 企業債                  ７５５，０００千円 

 第２項 他会計補助金                ２７，８２６千円 

 第３項 他会計負担金               ２８４，７４８千円 

 第４項 負担金等                   ２，３２３千円 

 第５項 補助金                  ３１３，０００千円 

 第６項 その他資本的収入               ９，０００千円 

 

支     出 

第１款 資本的支出               １，８７０，５４３千円 

 第１項 企業債償還金               ９８０，９００千円 

 第２項 建設改良費                ８７９，５４３千円 

第３項 その他資本的支出               ９，０００千円 

第４項 予備費                    １，１００千円 

 

 

（債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと

定める。
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事  項 期  間 限度額 

浦ケ部雨水渠（国道横断）

整備事業 

令和 5年度 190,000 千円 

下水道事業水洗便所改造

資金融資あっ旋に伴う損

失補償 

水洗便所改造資金融資

あっ旋を行う期間 

安来市のあっ旋により、

市内金融機関が融資した

下水道事業水洗便所改造

資金について、借受人が

償還すべき日を 3 箇月以

上経過してもなお償還で

きなかった場合の残元

金、利子及び遅延利息に

相当する金額 

 

（企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと 

定める。 

（単位：千円） 

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利 率 償還の方法 

公共下水道事業 498,000 
 

 

普 通 貸 借 

又は 

証 券 発 行 

 

年 4.0％ 

以内 

 
但し、利率見

直し方式で

借り入れる

資金につい

て、利率の見

直しを行っ

た後におい

ては、当該見

直し後の利

率 

政府資金については、そ

の融資条件により、銀行そ

の他の場合には、その債権

者と協定する。 

ただし、企業財政の都合

により、据置期間及び償還

期限を短縮し、もしくは繰

上償還又は低利に借換える

ことができる。 

特定環境保全公共

下水道事業 
1,000 

流域下水道事業 56,900 

資本費平準化債 166,300 

下水道事業債（特

別措置分） 
32,800 

 

（一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、１，０００，０００千円と定める。 
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（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおり

と定める。 

（１）営業費用と営業外費用の相互間 

 

（議会の議決を経なければ流用することができない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に 

流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を 

経なければならない。 

 （１）職員給与費                ８５，５２２千円 

 

（他会計からの補助金） 

第１０条 下水道事業の経営安定のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金

額は、６８６，３２１千円である。 

 

 

  令和４年３月１日 提出 

 

 

                      安来市長 田 中 武 夫   

 

 

 



収　益　的　収　入　及　び　支　出
収　　　　　入 （単位：千円、税込額）

予定額 備　考

1 下水道事業収益 1,060,925

1 営業収益 553,539

1 下水道使用料 441,160

2 その他営業収益 112,379 雨水処理に係る他会計負担金他

2 営業外収益 507,386

1 他会計補助金 0

2 他会計負担金 268,077

3 長期前受金戻入 235,807

4 雑収益 3,502

5 消費税及び地方消費税 0

支　　　　　出 （単位：千円、税込額）

予定額 備　考

1 下水道事業費用 1,003,914

1 営業費用 897,475

1 管渠費 79,738

2 ポンプ場費 47,706

3 総係費 15,060

4
流域下水道管理運営費
負担金

108,753

5 減価償却費 646,218

6 資産減耗費 0

2 営業外費用 84,620

1
支払利息及び企業債取
扱諸費

83,400 企業債利息他

2 消費税及び地方消費税 1,220

3 特別損失 20,719

1 過年度損益修正損 200

2 その他特別損失 20,519

4 予備費 1,100

1 予備費 1,100

令和４年度安来市下水道事業会計予算実施計画

款 項 目

款 項 目
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収　　　　　入 （単位：千円、税込額）

予定額 備　考

1 資本的収入 1,391,897

1 企業債 755,000

1 企業債 755,000

2 他会計補助金 27,826

1 他会計補助金 27,826

3 他会計負担金 284,748

1 他会計負担金 284,748

4 負担金等 2,323

1 受益者負担金 2,323

2 工事負担金 0

5 補助金 313,000

1 補助金 313,000

6 その他資本的収入 9,000

1
水洗便所改造資金貸付
金預託金

9,000

支　　　　　出 （単位：千円、税込額）

予定額 備　考

1 資本的支出 1,870,543

1 企業債償還金 980,900

1 企業債償還金 980,900

2 建設改良費 879,543

1 管路建設改良費 822,243
汚水管渠整備工事、浦ケ部雨水渠整備
工事他

2 ポンプ場建設改良費 0

3 流域下水道建設費負担金 57,300

3 その他資本的支出 9,000

1
水洗便所改造資金貸付
金預託金

9,000

4 予備費 1,100

1 予備費 1,100

資　本　的　収　入　及　び　支　出

款 項 目

款 項 目
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（単位：千円）

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

　当年度純利益（△は純損失）

　減価償却費

　固定資産除却費

　引当金の増減額（△は減少）

　長期前受金戻入額

　受取利息

　支払利息

　未収金の増減額（△は増加）

　未払金の増減額（△は減少）

　小計

　利息及び配当金の受取額

　利息の支払額

　　業務活動によるキャッシュ・フロー

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

　有形固定資産の取得による支出

　無形固定資産の取得による支出

　補助金等による収入

　　投資活動によるキャッシュ・フロー

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

　企業債による収入

　企業債の償還による支出

　一般会計出資金による収入

　　財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額

資金期首残高

資金期末残高

令和４年度安来市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）
(間接法により作成）

38,386

646,218

0

20,428

△ 235,807

0

83,400

2,900

0

△ 763,337

△ 52,092

555,525

0

△ 83,400

472,125

△ 980,900

582,528

13,324

160,875

174,199

△ 232,901

755,000

0

△ 225,900
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　　（１）　総　括

区　分

本年度

前年度

手　 当 比　較

の 区　分

内　 訳 本年度

前年度

比　較

　　ア  会計年度任用職員以外の職員

区　分

本年度

前年度

手　 当 比　較

の 区　分

内　 訳 本年度

前年度

比　較

※短時間勤務職員なし

　　イ  会計年度任用職員

区　分

本年度

前年度

手　 当 比　較

の 区　分

内　 訳 本年度

前年度

比　較

※（　　　）内は短時間勤務職員（外書き）

宿日直手当 特殊勤務手当 退職給付費 合　　　計 備　　　　考

（単位：千円）

扶 養 手 当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 時間外勤務手当 管理職手当 通 勤 手 当 住 居 手 当

比　　　　　較

本　　年　　度

前　　年　　度

1,371

（単位：千円）

区　　　分
職員数(人） 給　　　　　与　　　　　費

法定福利費 合 計 備 考
特別職 一般職 計報 酬 給 料 手当

152

2,686 20,519 42,279

その他 合　　　計

△ 21 192 489 △ 200 764 △ 155

2,838 20,519

150

宿日直手当 特殊勤務手当
管理職員特別

勤務手当
退職手当負担金 退職給付費

43,650

762

1,296 8,051 6,345 1,200 1,689 800 912

1,317 7,859 5,856 1,400 925 955

扶 養 手 当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 時間外勤務手当 管理職手当 通 勤 手 当 住 居 手 当

比　　　　　較 △ 889△ 2,105 1,371 △ 734 △ 155

備 考
特別職 一般職

前　　年　　度 9 33,554 42,279 75,833 10,578 86,411

本　　年　　度 9 31,449 43,650 75,099 10,423 85,522

1,371

2,686 20,519

報 酬 給 料 手当 計

42,279

152

（単位：千円）

区　　　分
職員数(人） 給　　　　　与　　　　　費

法定福利費 合 計

2,838 20,519 43,650

宿日直手当 特殊勤務手当

△ 155 150

1,317 7,859 5,856 1,400 925 955

管理職員特別
勤務手当

退職手当負担金 退職給付費 その他

762

△ 21 192 489 △ 200 764

合　　　計

1,296 8,051 6,345 1,200 1,689 800 912

扶 養 手 当 期 末 手 当

1,371 △ 734 △ 155 △ 889

勤 勉 手 当 時間外勤務手当 管理職手当 通 勤 手 当

比　　　　　較 △ 2,105

住 居 手 当

（単位：千円）

本　　年　　度 9 31,449

前　　年　　度 9 33,554

43,650 75,099 10,423 85,522

42,279 75,833 10,578 86,411

給　与　費　明　細　書
（単位：千円）

区　　　分
職員数(人） 給　　　　　与　　　　　費

法定福利費 合 計 備 考
特別職 一般職 報 酬 給 料 手当 計
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　　（２）　給料及び職員手当の増減額の明細
（単位：千円）

　採用
　退職
　配置換
　その他

制度改正の状況
期末手当改正月数
制度改正実施時期

　　（３）　給料及び職員手当の状況

ア．職員一人当たり給与

イ．初　任　給

高　　校　　卒 150,600 150,600 150,600 150,600

大　　学　　卒 171,700 － 171,700 －

技能労務職

390,512

平　均　年　齢 45歳0月

（単位：円）

令和3年1月1日現在

平均給料月額 346,538

平均給与月額

区　　　　　分 一般行政職 技能労務職
一　般　会　計　の　制　度

一般行政職

389,904

平　均　年　齢 44歳5月

　退職給付費
　その他

（単位：円）

区　　　　　　　　　分 一　般　行　政　職 技　能　労　務　職

令和4年1月1日現在

平均給料月額 340,800

平均給与月額

職員手当 1,371

制 度 改 正
に 伴 う 増 減 分

△ 502

  時間外勤務手当 △ 200   その他

　住居手当

1,794
  管理職手当

150

-0.15月
3年12月

764
  通勤手当 △ 155

  期末手当 694 　退職
  勤勉手当 489   配置換 79

　採用

備　　　　　　　考

給　　料 △ 2,105

給 与 改 定
に 伴 う 増 減 分

給与改定の状況
給料改定率 -　％
給与改定実施時期 - 　　

昇 給
に 伴 う 増 加 分

2,511

その他の増減
分

△ 4,616
△ 703

△ 3,913

区　　分 増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳 説　　　　　　　　明

その他の増減
分

1,873

  扶養手当 △ 21

  期末手当 △ 502

　退職手当負担金 152
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　　　ウ．級別職員数

　※構成割合については、表示単位未満四捨五入のため合計が１００．０％にならない場合があります。

　　　（級別の標準的な職務内容）

区　　分

　　　エ．昇給

#DIV/0!

1
1

比率（Ｂ）／（Ａ）  　　　   （％） 100.0 100.0 #DIV/0!

4号給  （人） 6 6
8号給  （人）

前 　年　 度

職員数（Ａ）　　　　　　　　（人） 9 9
昇給に係る職員数（Ｂ）　（人）

1
3号給  （人） 1

1 1

昇給数別内訳

職員数（Ａ）　　　　　　　　（人） 8 8

2号給  （人）

8号給  （人）

3号給  （人）

9 9
1号給  （人）

比率（Ｂ）／（Ａ）  　　　   （％） 87.5 87.5

4号給  （人） 7 7

昇給に係る職員数（Ｂ）　（人） 7 7

昇給数別内訳

1号給  （人）
2号給  （人）

区　　　　　　　　　分 合計 一般行政職 技能労務職

本 　年　 度

一　般　行　政　職　に　準　ず　る技能労務職

一般行政職
主　事 主任主事

主　任 主　幹
主　査

課　長 部　長
技　師 主任技師 専門官

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級

7　　級

計 8 100.0 計

令和3年1月1日
現在

1　　級 1　　級

3　　級 3 37.5 3　　級

2　　級 2　　級

4　　級 3 37.5 4　　級

7　　級

6　　級

5　　級 2 25.0 5　　級

計

5　　級 1 12.5 5　　級

6　　級 1 12.5

8 100.0 計

7　　級 7　　級

2　　級 2　　級

4　　級 2 25.0 4　　級

6　　級

級 職員数（人） 構成比（％）

1 12.5 6　　級

区　　分
一　般　行　政　職 技　能　労　務　職

級 職員数（人） 構成比（％）

令和4年1月1日
現在

1　　級 1　　級

3　　級 3 37.5 3　　級
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　　　オ．期末手当・勤勉手当

6月（月分） 12月（月分）

2.150 2.150 4.300 R4.4.1現在

2.225 2.225 4.450 R3.4.1現在

2.000 2.150 4.150 R4.4.1現在

　　　カ．定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最高限度 そ の 他 の 退 職 時
（月分） （月分） （月分） （月分） 加算措置等 特別昇給

国の制度
（支給率等）

　　　キ．その他の手当

国の制度
との異同

扶 養 手 当 同　　じ

住 居 手 当 同　　じ

安来市 国
　３，２００円 　４，２００円
　４，４００円 　７，１００円
　５，６００円 １０，０００円
　６，８００円 １２，９００円
　９，２００円 １５，８００円
１１，６００円 １８，７００円
１５，２００円 ２１，６００円
１８，２００円 ２４，４００円
２１，２００円 ２６，２００円
２２，４００円 ２８，０００円

２９，８００円
３１，６００円

本 　年 　度 有

2～20％

定年前早期退職

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

前 　年 　度 有

国 の 制 度 有

区　　分
支給期別支給率 支給率計

　　　（月分）
制度上の段階、職務の級等

による加算措置
備　　考

３～４５％

備　　考

　６㎞以上　　８㎞未満 １５㎞以上　２０㎞未満

33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職

差　　　　　異　　　　　の　　　　　内　　　　　容

交 通 用 具 利 用 者

　２㎞以上　　４㎞未満 　５㎞以上　１０㎞未満
　４㎞以上　　６㎞未満

区　　分

１０㎞以上　１５㎞未満 ２５㎞以上　３０㎞未満
１５㎞以上　２０㎞未満 ３０㎞以上　３５㎞未満

24.586875

区　　分

通 勤 手 当 異 な る

１０㎞以上　１５㎞未満

　８㎞以上　１０㎞未満 ２０㎞以上　２５㎞未満

３５㎞以上　　　　　　　 ５０㎞以上　５５㎞未満
５５㎞以上　６０㎞未満
６０㎞以上　　　　　　　 

２０㎞以上　２５㎞未満 ３５㎞以上　４０㎞未満
２５㎞以上　３０㎞未満 ４０㎞以上　４５㎞未満
３０㎞以上　３５㎞未満 ４５㎞以上　５０㎞未満
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（単位：千円）

１.　営　　業　　収　　益

(1) 下 水 道 使 用 料 375,347

(2) そ の 他 営 業 収 益 81,669 457,016

２.　営　　業　　費　　用

(1) 管 渠 費 71,963

(2) ポ ン プ 場 費 24,676

(3) 総 係 費 23,819

(4)
流域下水道管理運営
費 負 担 金

92,716

(5) 減 価 償 却 費 638,624

(6) 資 産 減 耗 費 16,997 868,795

△ 411,779

３.　営　業　外　収　益

(1) 他 会 計 補 助 金 0

(2) 他 会 計 負 担 金 337,819

(3) 長 期 前 受 金 戻 入 218,690

(4) 雑 収 益 2 556,511

４.　営　業　外　費　用

(1)
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

94,900

(2) 雑 支 出 0 94,900 461,611

49,832

５.　特　　別　　利　　益

(1) そ の 他 特 別 利 益 0 0

６.　特　　別　　損　　失

(1) 過 年 度 損 益 修 正 損 184

(2) そ の 他 特 別 損 失 20,519

(3) 予 備 費 1,100 21,803 △ 21,803

28,029

　 0

28,029

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

当年度未処分利益剰 余金

令和３年度安来市下水道事業会計予定損益計算書
（令和３年４月１日から令和４年３月３１日）

営　　　業　　　損　　　失

経　　　常　　　利　　　益

当 年 度 純 利 益
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（単位：円）

(1)

イ 土 地 192,678,205

ロ 建 物 484,142,671

減 価 償 却 累 計 額 △ 40,657,502 443,485,169

ハ 構 築 物 18,660,544,411

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,023,541,242 17,637,003,169

ニ 機 械 及 び 装 置 557,002,501

減 価 償 却 累 計 額 △ 116,153,546 440,848,955

ホ 車 輛 運 搬 具 0

減 価 償 却 累 計 額 0 0

ヘ 工 具 器 具 及 び 備 品 340,188

減 価 償 却 累 計 額 △ 43,597 296,591

ト 建 設 仮 勘 定 261,957,163

18,976,269,252

(2)

イ 施 設 利 用 権 1,028,930,923

ロ その他無形固定資産 0

1,028,930,923

20,005,200,175

(1) 160,875,432

(2) 111,819,116

△ 2,900,868 108,918,248

(3) 200,550

269,994,230

20,275,194,405

(1)

イ
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債 10,366,044,333

10,366,044,333

(2)

イ 退 職 給 付 引 当 金 41,037,402

41,037,402

10,407,081,735

令和３年度安来市下水道事業会計予定貸借対照表
（令和４年３月３１日）

流 動 資 産 合 計

資　産　の　部

1 ． 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

２ ． 流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

そ の 他 流 動 資 産

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

資 産 合 計

負　債　の　部

３ ． 固 定 負 債

企 業 債

企 業 債 合 計

引 当 金
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(1)

イ
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債 973,131,302

973,131,302

(2)

イ 営 業 未 払 金 60,501,280

ロ そ の 他 未 払 金 0

60,501,280

(3)

イ 賞 与 引 当 金 2,442,053

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金 395,920

ハ 修 繕 引 当 金 0

2,837,973

(4) 900,000

(5) 0

1,037,370,555

                                                                                                                                                   

(1) 7,482,938,456

(2) △ 427,897,854

(3) 0

7,055,040,602

18,499,492,892

(1)

イ 固 有 資 本 金 1,617,414,638

ロ 繰 入 資 本 金 0

ハ 組 入 資 本 金 0

1,617,414,638

(1) 0

0

(2)

イ 減 債 積 立 金 123,657,875

ロ 利 益 積 立 金 0

ハ 建 設 改 良 積 立 金 6,600,000

ニ 当年度未処分利益剰余金 28,029,000

158,286,875

158,286,875

1,775,701,513

20,275,194,405

引 当 金

４ . 流 動 負 債

企 業 債

企 業 債 合 計

未 払 金

未 払 金 合 計

負 債 資 本 合 計

自 己 資 本 金

資 本 金 合 計

７ . 剰 余 金

資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

６ . 資 本 金

引 当 金 合 計

預 り 金

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

５ . 繰 延 収 益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

建 設 仮 勘 定 長 期前 受金

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　本　の　部
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Ⅰ　重要な会計方針

地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

１　固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く。）

・減価償却の方法　　定額法

・主な耐用年数

建物 50 年

構築物 50 年

機械及び装置 20 年

車輌運搬具 6 年

工具器具及び備品 4～15 年

②　無形固定資産（リース資産を除く。）

・減価償却の方法 定額法

・主な耐用年数

流域下水道施設利用権 45 年

２　引当金の計上方法

①　貸倒引当金

　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額

を計上している。

②　賞与引当金・法定福利費引当金

　職員の期末手当及び勤勉手当の支給及びそれらにかかる法定福利費の支出に備

えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計

上している。

③　退職給付引当金

　当事業年度末における職員に対する退職手当の要支給額のうち、島根県市町村

総合事務組合に積立てた金額を控除した金額を計上している。

３　その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

①　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。

令 和 ３ 年 度 注 記 事 項

- 15 -



Ⅱ　予定貸借対照表に関する注記

１　企業債の償還に係る他会計の負担

　貸借対照表に計上されている企業債（１年以内に償還予定のもの含む）の償還に対

して一般会計が負担すると見込まれる額は６，８６０，２０１千円である。

Ⅲ　セグメント情報

１　報告セグメント情報の概要

　安来市下水道事業会計は、下水道法上の下水道である「公共下水道事業」と「特定

環境保全公共下水道事業」を報告セグメントとしている。各報告セグメントの対象と

する処理区は以下のとおりである。

安来処理区

安来処理分区

飯島処理分区

荒島西処理分区

荒島南処理分区

荒島東処理分区

神塚処理分区

赤江処理分区

さぎの湯処理分区

単独公共下水道

特定環境保全
公共下水道事業

流域関連公共下水道 広瀬地内 広瀬処理区

事業名 処理区

公共下水道事業
流域関連公共下水道

安来地内

吉佐処理区
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２　報告セグメントごとの営業収益等

当年度（自　令和３年４月１日　至　令和４年３月３１日） （単位：千円）

公共下水道事業
特定環境保全
公共下水道事業

合計

営業収益 396,283 60,733 457,016

営業費用 716,635 152,160 868,795

営業外収益 423,169 133,342 556,511

営業外費用 75,600 19,300 94,900

営業損益 △ 320,352 △ 91,427 △ 411,779

経常損益 27,217 22,615 49,832

セグメント資産 17,466,399 2,808,795 20,275,194

セグメント負債 16,169,259 2,330,233 18,499,492

その他の項目

　他会計負担金 606,864 129,125 735,989

　他会計補助金 0 15,500 15,500

　減価償却費 524,784 113,840 638,624

　支払利息 75,600 19,300 94,900

　特別利益 0 0 0

　特別損失 21,757 46 21,803

　　うち減損損失 0 0 0

有形固定資産及び無
形固定資産の増加額

696,962 △ 106,490 590,472
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（単位：円）

(1)

イ 土 地 192,678,205

ロ 建 物 484,142,671

減 価 償 却 累 計 額 △ 60,986,502 423,156,169

ハ 構 築 物 19,685,838,574

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,558,603,242 18,127,235,332

ニ 機 械 及 び 装 置 557,002,501

減 価 償 却 累 計 額 △ 161,617,546 395,384,955

ホ 車 輛 運 搬 具 0

減 価 償 却 累 計 額 0 0

ヘ 工 具 器 具 及 び 備 品 340,188

減 価 償 却 累 計 額 △ 46,597 293,591

ト 建 設 仮 勘 定 0

19,138,748,252

(2)

イ 施 設 利 用 権 1,035,662,923

ロ その他無形固定資産 0

1,035,662,923

20,174,411,175

(1) 174,199,432

(2) 108,919,116

△ 2,809,868 106,109,248

(3) 200,550

280,509,230

20,454,920,405

(1)

イ
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債 10,132,375,333

10,132,375,333

(2)

イ 退 職 給 付 引 当 金 61,556,402

61,556,402

10,193,931,735

無 形 固 定 資 産

貸 倒 引 当 金

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

２ ． 流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

そ の 他 流 動 資 産

令和４年度安来市下水道事業会計予定貸借対照表
（令和５年３月３１日）

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

資 産 合 計

負　債　の　部

３ ． 固 定 負 債

企 業 債

企 業 債 合 計

引 当 金

流 動 資 産 合 計

資　産　の　部

1 ． 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計
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(1)

イ
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債 980,900,302

980,900,302

(2)

イ 営 業 未 払 金 60,501,280

ロ そ の 他 未 払 金 0

60,501,280

(3)

イ 賞 与 引 当 金 2,442,053

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金 395,920

ハ 修 繕 引 当 金 0

2,837,973

(4) 900,000

(5) 0

1,045,139,555

                                                                                                                                                   

(1) 8,065,466,456

(2) △ 663,704,854

(3) 0

7,401,761,602

18,640,832,892

(1)

イ 固 有 資 本 金 1,617,414,638

ロ 繰 入 資 本 金 0

ハ 組 入 資 本 金 0

1,617,414,638

(1) 0

0

(2)

イ 減 債 積 立 金 123,657,875

ロ 利 益 積 立 金 0

ハ 建 設 改 良 積 立 金 6,600,000

ニ 当年度未処分利益剰余金 66,415,000

196,672,875

196,672,875

1,814,087,513

20,454,920,405

引 当 金

４ . 流 動 負 債

企 業 債

企 業 債 合 計

未 払 金

未 払 金 合 計

負 債 資 本 合 計

自 己 資 本 金

資 本 金 合 計

７ . 剰 余 金

資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

６ . 資 本 金

引 当 金 合 計

預 り 金

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

５ . 繰 延 収 益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

建 設 仮 勘 定 長 期前 受金

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　本　の　部
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Ⅰ　重要な会計方針

地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

１　固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く。）

・減価償却の方法　　定額法

・主な耐用年数

建物 50 年

構築物 50 年

機械及び装置 20 年

車輌運搬具 6 年

工具器具及び備品 4～15 年

②　無形固定資産（リース資産を除く。）

・減価償却の方法 定額法

・主な耐用年数

流域下水道施設利用権 45 年

２　引当金の計上方法

①　貸倒引当金

　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額

を計上している。

②　賞与引当金・法定福利費引当金

　職員の期末手当及び勤勉手当の支給及びそれらにかかる法定福利費の支出に備

えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計

上している。

③　退職給付引当金

　当事業年度末における職員に対する退職手当の要支給額のうち、島根県市町村

総合事務組合に積立てた金額を控除した金額を計上している。

３　その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

①　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。

令 和 ４ 年 度 注 記 事 項
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Ⅱ　予定貸借対照表に関する注記

１　企業債の償還に係る他会計の負担

　貸借対照表に計上されている企業債（１年以内に償還予定のもの含む）の償還に対

して一般会計が負担すると見込まれる額は６，４１２，３６０千円である。

Ⅲ　セグメント情報

１　報告セグメント情報の概要

　安来市下水道事業会計は、下水道法上の下水道である「公共下水道事業」と「特定

環境保全公共下水道事業」を報告セグメントとしている。各報告セグメントの対象と

する処理区は以下のとおりである。

安来処理区

安来処理分区

飯島処理分区

荒島西処理分区

荒島南処理分区

荒島東処理分区

神塚処理分区

赤江処理分区

さぎの湯処理分区

単独公共下水道

特定環境保全
公共下水道事業

流域関連公共下水道 広瀬地内 広瀬処理区

事業名 処理区

公共下水道事業
流域関連公共下水道

安来地内

吉佐処理区
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２　報告セグメントごとの営業収益等

当年度（自　令和４年４月１日　至　令和５年３月３１日） （単位：千円）

公共下水道事業
特定環境保全
公共下水道事業

合計

営業収益 448,525 64,910 513,435

営業費用 731,845 145,388 877,233

営業外収益 379,634 127,752 507,386

営業外費用 67,620 17,000 84,620

営業損益 △ 283,320 △ 80,478 △ 363,798

経常損益 28,694 30,274 58,968

セグメント資産 17,739,553 2,715,367 20,454,920

セグメント負債 16,434,255 2,206,577 18,640,832

その他の項目

　他会計負担金 530,780 127,715 658,495

　他会計補助金 20,542 7,284 27,826

　減価償却費 540,664 105,554 646,218

　支払利息 66,400 17,000 83,400

　特別利益 0 0 0

　特別損失 20,656 46 20,702

　　うち減損損失 0 0 0

有形固定資産及び無
形固定資産の増加額

267,673 △ 98,462 169,211

- 22 -



令 和 ４ 年 度

安来市下水道事業会計予算明細書
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令和４年度安来市下水道事業会計予算明細書
（収益的収入及び支出）

本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 算 額

1 下水道事業収益 1,060,925 1,063,741 △ 2,816

1 営 業 収 益 553,539 511,707 41,832

1 下水道使用料 441,160 406,700 34,460

2 その他営業収益 112,379 105,007 7,372

2 営 業 外 収 益 507,386 552,034 △ 44,648

1 他会計補助金 0 0 0

2 他会計負担金 268,077 337,819 △ 69,742

3 長期前受金戻入 235,807 214,213 21,594

4 雑 収 益 3,502 2 3,500

5 消 費 税 及 び 0 0 0

地 方 消 費 税

款 項 目 増 減
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（単位：千円、税込額）

う ち

区 分 金 額 消 費 税 分

40,105

40,105

40,105

下 水 道 使 用 料 441,160 40,105

0

他 会 計 負 担 金 105,670

国 庫 補 助 金 6,500

手 数 料 208

雑 収 益 1

0

0

他 会 計 補 助 金 0

0

他 会 計 負 担 金 268,077

0

長 期 前 受 金 戻 入 235,807

0

罹 災 共 済 金 0

そ の 他 雑 収 益 2

工 事 負 担 金 3,500

0

消 費 税 及 び 0

地 方 消 費 税

節
説 明
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本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 算 額

1 下水道事業費用 1,003,914 1,017,993 △ 14,079

1 営 業 費 用 897,475 899,474 △ 1,999

1 管 渠 費 79,738 72,239 7,499

2 ポ ン プ 場 費 47,706 58,303 △ 10,597

3 総 係 費 15,060 22,997 △ 7,937

款 項 目 増 減
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（単位：千円、税込額）

う ち

区 分 金 額 消 費 税 分

20,277

20,259

4,947 人件費 25,396

給 料 10,919 保守点検委託料 5,200

手 当 等 6,926 26 清掃委託料 2,280

法 定 福 利 費 3,474 管路台帳業務委託料 6,200

退 職 給 付 費 0 検査委託料 3,650

退 職 手 当 負 担 金 1,195 情報配信サービス委託料 1,220

備 消 品 費 30 3 その他委託料 110

光 熱 水 費 5,712 519

印 刷 製 本 費 600 54

通 信 運 搬 費 947 86

委 託 料 18,660 1,696

手 数 料 790 72

賃 借 料 27

修 繕 料 17,200 1,564

工 事 請 負 費 10,200 927

負 担 金 45

保 険 料 176

賞 与 引 当 金 繰 入 2,442

法定福利費引当金繰入 395

4,328 保守点検委託料 2,320

燃 料 費 23 2 汚泥等処理委託料 4,360

光 熱 水 費 3,960 360 その他委託料 23,000

通 信 運 搬 費 342 31

委 託 料 29,680 2,698

手 数 料 1,492 136

修 繕 料 12,110 1,101

工 事 請 負 費 0

保 険 料 99

1,097 賦課徴収委託料 7,331

報 償 費 50 滞納徴収委託料 1,067

通 信 運 搬 費 37 3 その他委託料 53

委 託 料 8,451 768 システム利用料負担金 3,500

手 数 料 91 8

負 担 金 3,622 318

貸 倒 引 当 金 繰 入 2,809

節
説 明
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本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 算 額

4 流域下水道管 108,753 99,400 9,353

理運営費負担金

5 減 価 償 却 費 646,218 630,535 15,683

6 資 産 減 耗 費 0 16,000 △ 16,000

2 営 業 外 費 用 84,620 96,700 △ 12,080

1 支払利息及び 83,400 96,700 △ 13,300

企業債取扱諸費

2 消 費 税 及 び 1,220 0 1,220

地 方 消 費 税

3 特 別 損 失 20,719 20,719 0

1 過 年 度 損 益 200 200 0

修 正 損

2 その他特別損失 20,519 20,519 0

4 予 備 費 1,100 1,100 0

1 予 備 費 1,100 1,100 0

款 項 目 増 減
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（単位：千円、税込額）

う ち

区 分 金 額 消 費 税 分

9,887

流域下水道管理運営費負担金 108,753 9,887

0

減 価 償 却 費 646,218

0

資 産 減 耗 費 0

0

0

企 業 債 利 息 81,200

一 時 借 入 金 利 息 2,200

0

消費税及び地方消費税 1,220

18

18

過 年 度 損 益 200 18

修 正 損

0

引 当 金 繰 入 20,519

0

0

予 備 費 1,100

節
説 明
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（資本的収入及び支出）

本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 算 額

1 資 本 的 収 入 1,391,897 1,259,842 132,055

1 企 業 債 755,000 626,000 129,000

1 下水道事業債 499,000 356,700 142,300

2 流 域 下 水 道 56,900 51,700 5,200

事 業 債

3 資 本 費 166,300 183,700 △ 17,400

平 準 化 債

4 特 別 措 置 分 32,800 33,900 △ 1,100

2 他会計補助金 27,826 36,500 △ 8,674

1 他会計補助金 27,826 36,500 △ 8,674

3 他会計負担金 284,748 324,215 △ 39,467

1 他会計負担金 284,748 324,215 △ 39,467

4 負 担 金 等 2,323 19,127 △ 16,804

1 受益者負担金 2,323 7,127 △ 4,804

2 工 事 負 担 金 0 12,000 △ 12,000

5 補 助 金 313,000 245,000 68,000

1 補 助 金 313,000 245,000 68,000

6 その他資本的 9,000 9,000 0

収 入

1 水洗便所改造資 9,000 9,000 0

金貸付金預託金

款 項 目 増 減
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（単位：千円、税込額）

う ち

区 分 金 額 消 費 税 分

0

0

0

下 水 道 事 業 債 499,000

0

流域 下水道事業債 56,900

0

資 本 費 平 準 化 債 166,300

0

特 別 措 置 分 32,800

0

0

他 会 計 補 助 金 27,826

0

0

他 会 計 負 担 金 284,748

0

0

受 益 者 負 担 金 2,323

0

工 事 負 担 金 0

0

0

補 助 金 313,000

0

0

水 洗 便 所 改 造 資 9,000

金 貸 付 金 預 託 金

節
説 明
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本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 算 額

1 資 本 的 支 出 1,870,543 1,669,662 200,881

1 企業債償還金 980,900 973,300 7,600

1 企業債償還金 980,900 973,300 7,600

2 建 設 改 良 費 879,543 686,262 193,281

1 管路建設改良費 822,243 634,162 188,081

2 ポンプ場建設 0 0 0

改 良 費

3 流 域 下 水 道 57,300 52,100 5,200

建設費負担金

3 その他資本的 9,000 9,000 0

支 出

1 水洗便所改造資 9,000 9,000 0
金貸付金預託金

4 予 備 費 1,100 1,100 0

1 予 備 費 1,100 1,100 0

款 項 目 増 減
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（単位：千円、税込額）

う ち

区 分 金 額 消 費 税 分

65,255

0

0

企 業 債 償 還 金 980,900

65,255

60,046 人件費 40,970

給 料 20,530 汚水管渠整備工事 308,100

手 当 等 12,155 46 汚水物件移転補償費 53,500

法 定 福 利 費 6,642 汚水設計委託料 20,000

退 職 給 付 費 0 雨水仮設道路工事用借地 1,700

退 職 手 当 負 担 金 1,643 浦ケ部雨水渠整備工事 317,000

旅 費 470 43 雨水物件移転補償費 66,000

備 消 品 費 600 54 雨水その他委託料 13,000

印 刷 製 本 費 450 41

委 託 料 33,000 3,000

手 数 料 0

賃 借 料 1,700

工 事 請 負 費 625,100 56,827

補 償 金 119,500

負 担 金 453 35

0

5,209

流域下水道建設費負担金 57,300 5,209

0

0
水洗便所改造資金貸付金預託金 9,000

0

0

予 備 費 1,100

説 明
節
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●年度別借入額・償還額及び地方債残高の状況 （単位：千円）

H30 R1 R2 R3 R4

597,700 1,012,700 755,000

元金 969,082 973,200 980,900

利子 107,286 92,569 81,200

計 1,076,368 1,065,769 1,062,100

11,299,675 11,339,175 11,113,275

年度

借入額

償

還

額

地方債残高

＊R3は決算見込、R4は当初予算額（生活排水処理事業特別会計分を除く）

598

1,013 7551,076 1,066 1,062

0

500

1,000

1,500

2,000

H30 R1 R2 R3 R4

（百万円）

（年度）

年度別借入額・償還額
借入額 償還額

11,300 11,339 11,113

0

5,000

10,000

15,000

20,000

H30 R1 R2 R3 R4

（百万円）

（年度）

年度別地方債残高 地方債残高

R1以前は生活排水処理事業特別会

計の事業別概要書に記載

R1以前は生活排水処理事業特別会

計の事業別概要書に記載

R1以前は生活排水処理事業特別会

計の事業別概要書に記載
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公共下水道事業
福井地区

切川地区

安来地区

和田南枝線汚水管渠（その10）工事

浦ヶ部雨水渠整備（国道横断）工事監理業務

浦ケ部雨水渠整備工事に伴う支障移転
飯島汚水１号幹線管渠（その５）工事

飯島汚水４号幹線管渠（その４）工事

安来第一中学校周辺枝線汚水管渠（その10）工事

亀島汚水管渠（その１）工事

雨水管理総合計画策定

浦ヶ部雨水渠整備（国道横断）工事

公共下水道建設費（流域関連公共）

公共下水道建設費（雨水）

飯島汚水４号幹線管渠（その３）工事

飯島枝線汚水管渠（その４）工事

黒鳥汚水管渠（その１）工事

和田南枝線汚水管渠（その1１）工事

今村地区汚水管渠実施設計業務

○債務負担行為
浦ヶ部雨水渠（国道横断）整備事業

1.期間 令和５年度

2.限度額及び財源内訳
国費 60,000千円
起債 130,000千円

工事　　 　183,000千円
工事監理　　7,000千円

（参考）
全体事業費（R4年度、R5年度）

国費 209,000千円
起債 311,000千円

工事　　 　500,000千円
工事監理   20,000千円

3.工事概要
ボックスカルバート

□2900×1400　L=38.0m
（推進L=13.0m、開削L=25.0m）

集水桝　N=２箇所

520,000千円

190,000千円

ＪＲ山陰本線

ノリタケカンパニー
リミテッド

岩田富則

朝田金属工業

一般国道9号

A1

A1-1

A1-2

A1-3

トラフ

看板

看板

310
k
6

3.35

3.58

3.70

3.68

3.99

4.36

4.18

4.21

3.48

2.80

3.25

3.45

3.14
3.85

4.07

3.61

4.41
3.68

4.35

3.69
4.30

4.05

3.41

3.63

H=3.64

3.12

3.26

3.38

2.641.06

2.08

2.27

4.62

2.33 1.00

4.64

下水道(DCIP Φ150)

IP.14

NO.24

IP.13

NO.23

IP.12

IP.11

NO.21

情報ＢＯＸ

W=0.65m
本体Φ300

NO.22

至松江

至米子

※1

※2

計画平面図
S=1/100

BPNo.H27-1

BPNo.2(H8)

BPNo.3(H8技建土質)

JR山陰本線

上水道(Φ100)

BPNo.H29-1

旧IP.13

ＪＲ山陰本線

至松江

至米子

平 面 図
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